
和歌山県・御坊市・美浜町・日高町・日高川町

西川の流域治水の推進に向けて
－特定都市河川の指定の検討－



西川の流域治水

・気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、流域のあらゆる関係者が協働して
ハード、ソフト一体で多層的に水災害対策を行う考え方
①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策（河川整備、ダムの事前放流、ため池の治水利用など）
②被害対象を減少させるための対策（土地利用規制、移転促進、不動産取引時の水害リスク情報提供）
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策（水害リスク情報の空白地帯解消、避難体制強化）

○流域治水とは

○西川流域の河川整備（和歌山県）
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・西川流域を含む日高川流域では、日高地方等における大規模氾濫減災協議会（国・県・市町等の
様々な機関で構成）において、「日高川流域治水プロジェクト」に基づく対策についての、進捗報告
や事例紹介などを通じ、関係機関が連携して治水対策を推進

・また、支川の志賀川では局所改良を進めるとともに、河道掘削等の対策を実施

【河川整備計画】
・H28.3に二級河川日高川水系河川整備計画を策定し、計画的に河川整備を推進中
・西川流域では、西川本川に加えて、下川、斎川、堂閉川の整備を計画に位置づけ
・近年は、国土強靱化の予算等を活用し、整備を加速化
＜事業の進捗状況＞
西 川：下流から美浜大橋付近まで1.6kmの整備が完了（1.6km/4.8km）
下 川：放水路を設計中
堂閉川：付替河道を設計中

【西川 斎川合流点付近】【西川 大川橋付近】 【志賀川 河道掘削】



西川の流域治水
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○災害対応訓練の実施（御坊市）

【風水害を想定した災害対応訓練】

○職員水防訓練の実施（日高町）

○農業用樋門の治水運用（美浜町） ○ため池の低水位管理（日高川町）

〇日高川町では、ため池管理者
にため池の管理点検、事前放流
・低水位管理を依頼

＜依頼例＞
・かんがい期：
大雨が予想されるときは用水量
の確保に留意しつつ事前放流
による水位低下

・非かんがい期：
低水位管理の徹底

・台風など大雨が予想される場合、本川
（西川）の水位が低い時に、農業用
樋門を開けることで、支川（和田川）
の水位を低下させて、大規模出水に
備えている（治水利用している）。

【和田川樋門】

和田川樋門

・梅雨時期の風水害を想定し、職員災害対応訓練（令和6年2月
17日（土）風水害の対応訓練は初めて）を行った。

＜状況付与例＞
・線状降水帯の発生・道路冠水による通行止め
・土砂災害による通行止め・ダム放流による河川増水・停電等

・ため池（新艾池、艾池、寺池）の低水位管理により治水利用し、
西川流域（堂閉川）の浸水被害の軽減に取り組んでいる。

【二人一組で土のうを作成】 【ポンプを設置する訓練】

・毎年出水期前に役場職員を対象に水防訓練を実施している。

＜実施内容＞
・土のう作成、発電機及び水中ポンプ稼働訓練等



西川流域の浸水被害
・西川流域では過去から深刻な浸水被害が頻発
・令和５年６月の梅雨前線による大雨及び台風第２号では、床上浸水22件、床下浸水54件、合計76件の家屋浸水被害が発生
・気候変動による降雨の増加が懸念されており、河川整備に加え、流域が一体となった対策の推進が必要
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西川

越水

志賀川

【①志賀川 武道館付近】

【②西川 志賀川合流部付近】

【③西川 越水の様子 志賀川合流部下流】

【④東裏川 西川合流部上流】

【⑤国道42号小松原交差点(東)】

東裏川志賀川

【御坊観測所 年最大24時間降雨】

令和５年６月 梅雨前線による
大雨及び台風第２号

西川

65

164

68

127

101

144

176

214

94

129
109

69

274

111
89

125117

287

154

309

217
235

98

196
208

172

107

160159

303

0

50

100

150

200

250

300

350

H6 H7 H8 H9 H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3 R4 R5

24
時
間
雨
量

(m
m

/2
4h

r)

128
164 186

10年平均



特定都市河川浸水被害対策法
○流域治水関連法

○流域水害対策協議会

○雨水浸透阻害行為の許可

・流域治水の実効性を高め強力に推進するための法定枠組みとして
流域治水関連法が整備されR3.11全面施行

・法改正により流域水害対策協議会の制度が創設

○貯留機能保全区域の指定

○浸水被害防止区域の指定
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・特定都市河川流域内では、宅地等以外の
土地で行う1,000m2以上の雨水浸透阻害
行為（土地からの雨水の流出を増加させる
行為）が許可制

加えて、全国の計29流域で指定の検討を公表

・全国的に法指定や指定に向けた検討が推進

・その中核を成す制度が、特定都市河川浸水被害対策法（通称：
特定都市河川法）

・法指定の対象河川の拡大や制度の充実が図られるとともに、
特定都市河川浸水被害対策事業（国の予算制度）が創設

（※本ページは特定都市河川法の概要を説明したもので、これら以外にも浸水被害軽減に関する様々な制度がある。）

・浸水想定（水害リスク）を踏まえた、土地利用の方向性を検討

（R6.3.12時点）

・河川管理者（県）や市町等で構成され、流域水害対策計画の
策定、フォローアップを実施

【流域水害対策計画に基づくハード対策
の加速化】
既存の事業を統合・リニューアルする

ことにより、土地利用規制等のソフト対
策を含む流域水害対策計画に位置付けら
れた国・都道府県・市町村・民間事業者
等が実施するハード対策を計画的かつ集
中的に実施し、早期に治水安全度の向上
を図ります。

（国土交通省ホームページより）

・流出を増加させないための対策（雨水貯留
浸透施設の設置）が実施されることで、
浸水被害の防止・軽減が図られる

（雲津川中流部流域水害対策協議会準備会リーフレットより）

・浸水被害が頻発し、住民等の生命、身体に著しい危害が生じる
恐れのある土地を指定し、開発行為や
居住誘導・住まい方の工夫等の
措置を講ずることができる

（備考）
特定都市河川法の指定後、
適用を検討する制度

・洪水、雨水を一時的に貯留する機能を有する農地等を指定し、
機能を阻害する盛土等の行為に対し、
事前届出を義務付けることができる

（備考）
特定都市河川法の指定後、
適用を検討する制度

流域数 河川数 備考

法改正前の指定 約17年間 8 64 近畿では寝屋川(大阪府)

法改正後の指定 R３.11～R5.3 17 207 R3.11改正法全面施行

25 271

指定時期

指定済（合計）


